
2-1-1. 発達障害を客観的なツールから理解する

辻井 正次 中京大学現代社会学部

この章では、発達障害の人たちのライフステージを通じた支援の全体像を見通して、特に

アセスメントの基本的な考え方について学ぶことを目的としている。

発達障害の人たちの支援において、 “その人がどういう人なのか？”ということについて、

ご本人（当事者）と養育者・家族、他の支援者と共有できることが最初に必要なことである。

そうした状態像を把握するためには、障害特性・臨床症状だけではなく、知的能力や発達状

況、適応行動を把握することが必要である。そして、どういう発達支援が必要なのか、アセ

スメント結果から想定し、発達支援を始められる、発達支援の計画を立案できるし、発達支

援をある程度行ってから、再びアセスメントを行うことで発達支援の効果について検討で

きる。

発達障害についての非常に基本的な考え方は、現在は、発達障害者支援法に基づいている。

発達障害を客観的に把握するためには、定型発達（健常）者との連続性の中で、特にどうい

う特徴があるのかを測定していくことで理解し、その特徴的な部分を把握していく。発達障

害特性という形で、発達障害の人たちが特異的に示す行動や状態像を客観的に把握し、理解

することで効果的な発達支援が可能になる。

発達障害特性には、この後に扱っていくような発達障害（自閉スペクトラム症・ADHD・

LD・DCD 等)の特性があり、その他、基本的な知的能力の把握に知能検査が、発達状況の把

握に発達検査や、わが国では乳幼児健診や就学時検診でスクリーニングについて扱ってい

く。そのほか、実際に支援において必要なのは、ご本人が日常生活において、どの程度どう

いう適応行動をとれているのかという視点で、現状を把握する上で最も重要な視点となる。 
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2-1-2．医学的診断と客観的ツールによる理解

岡田 俊 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所知的・発達障害研究部

 この章では、発達障害の医学的診断の位置づけと意義、その限界について学んだうえで、

客観的ツールがどのように寄与しうるのか、客観的ツールにどのような限界があるのかを

学ぶ。この研修のなかでは多くの、客観的ツールが提示されるが、それらの各論の前提とな

る基礎知識が本章に含まれる。

 医学における診断とは、疫学、臨床経過、介入後の変化などの観察を通して、病因・病態、

自然経過、治療反応性、予後を推測するという営みであり、実践を通して補完し合うもので

ある。現在の診断は、治療者の解釈などを廃し、客観的に観察可能な症状があるかどうか、

によって診断されるものである。しかし、関わりながらの観察が前提となる以上、純粋に客

観的な観察などはあり得ず、また、同じ診断を受けるものであってもその症状はひとりひと

り異なっているし、その人が置かれた心理社会的な状況も異なっている。したがって、診断

で語られるのは、その人の一面であることを理解する必要がある。

 発達障害の診断手順は、生育歴や日地上生活エピソードの聴取、行動観察である。発達障

害特性は、その症状を一つとって診断できるような病理的な項目はないので、程度の違い、

を正確に把握する必要がある。また、他の精神疾患や神経学的疾患との鑑別も重要である。

客観的ツールとして、スクリーニング、（半）構造化面接、重症度評価があげられる。ス

クリーニングは、ある年代の子ども全体など多くの人数をふるいに掛けることであって、診

断を受ける可能性のある子どもを抽出することである。したがって、陽性であっても診断さ

れるとは限らない。重症度評価は、信頼性、妥当性の確立した方法で評価でき、実施者によ

る差が出にくいという利点がある。しかし、自記式である場合などには、回答者の心理的状

況や併存症状によっても回答が異なってくるため、常に面接所見と照らし合わせるという

姿勢が大切である。
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2-1-3．発達検査・知能検査のアセスメントに必要なこと

明翫光宜 中京大学心理学部

知能検査と発達検査は、発達障害のアセスメントにおいて必ずといっていいほど実施さ

れるものである。個別式の知能検査および発達検査では 1 時間～2 時間の実施時間を経て、

心理検査レポートとして所見が作成される。このように検査者も受検者も長時間を要する

検査でありながら、その所見が支援に活かされているかと問われれば、なかなか現実は難し

いというのが現場からの本音であろうか。しかし、知能検査や発達検査が単に知能指数（IQ）

や発達指数（DQ）を算出する道具としか多くの人には知られていないのではないかと筆者

は危惧を覚えることもある。現在も（そしてこれからも）多くの素晴らしい精度を備えた知

能検査・発達検査が開発されていくが、一方で実施・解釈について変わらない本質がある。

ここではその本質に光を当てたい。

知能検査は心理アセスメントの視点からどのように考えられてきたのであろうか。空井

（1991）は、人に何らかの援助をするために、その人柄（人格）を知ろうとすれば、その人

のパーソナリティの一部としての知的機能・知的能力を知る必要性が生じてくると述べて

いる。ここで知能というのはその人のパーソナリティの一部という視点が重要である。なぜ

ならば（知能検査・発達検査を含めた）心理検査は、その本質としてある個人に何らかの援

助や利益をもたらすためには、その個人を（そしてパーソナリティを）より一層理解するこ

とが求められる（空井，1991）からである。そこで知能検査の総合的な数値や各因子だけで

なく、検査場面での受検者のふるまいや検査場面における態度などにも注目することを研

修スライドで示した。

次に発達検査の本質は何だろうか。研修スライドでも述べたが以下の 3 点がある。（1）発

達歴・行動観察・身体所見そして養育態度を考慮しながら、子どもの発達の現状を的確に把

握する、（2）現在の子どもの言動を発達の現状から理解し、その後の発達経過を予測する、

（3）発達のアセスメントから現在できうる支援に結び付けていくことである。検査者・解

釈者は、受検者である子どもの過去（発達歴）―現在（行動）―未来（発達の予測）といっ

た発達の時間軸を持つことが重要になる。加えて、発達は時間軸とともに変動が大きいため、

複数回の発達のアセスメントの実施が必要になることも忘れてはならない。

知能検査・発達検査は時代とともに常にアップデートされていく存在である。使う道具が

変わっていても、総合指標から群指数、プロフィールのバランスを検討するだけでなく、検

査場面での 1 つ 1 つの課題に対する反応（ここに芽生え反応も観察される）をも含めた理

解がアセスメントを豊かにすることは変わらないエッセンスであろう。

文献

空井（1991）臨床心理学の発送：アセスメントの効用から諸領域へ．誠信書房． 
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2-1-4．ASD 特性のアセスメント

浜田 恵 名古屋学芸大学

自閉スペクトラム症/自閉症スペクトラム障害（Autism Spectrum Disorder, ASD）とは、社会

的なコミュニケーションの困難と限定された反復的な行動様式（こだわり）に特徴づけら

れる神経発達障害の一つである。ASD の特徴は保護者への質問や本人の行動観察など、さ

まざまな方法でアセスメントをすることができる。そのため、どのタイミングでどの方法を

用いることができるのか、知っておくことが必要である。ASD は乳幼児期にその特徴が

現れてくることも知られている。子どもの特徴を早期に理解し、子どもに合った関わりをす

る（あるいは、子どもに合わない関わりを避ける）ことは、その後の良好なメンタルヘル

スの維持や二次障害の予防のためにも重要である。

この研修のパートでは、ASD のアセスメントツールとして、一次スクリーニング、二次

スクリーニング、診断に関わる評価の 3 段階に分けて 4 つの方法を紹介した。すなわち、

一

次スクリーニングにおける保護者評定による質問紙形式の M-CHAT、二次スクリーニン

グにおける主たる養育者に対する半構造化面接による PARS®-TR、および、幼児の行動観

察による SPACE、診断に関わる評価における本人の行動観察による ADOS-2 である。特に

半構造化面接と行動観察では、ASD に見られやすい行動特徴を事前に熟知し、必要な情

報を漏れなく把握できるようにしていくことが肝要である。そして、単に特徴を把握する

ことに留まらず、その特徴を踏まえた上で、具体的な支援計画に繋げていただきたい。

M-CHAT：Robins, D. L., Fein, D., & Barton, Modified Checklist for Autism in Toddlers.

Self-published. （神尾陽子ら 2008 国立精神・神経医療研究センター）

PARS®-TR：発達障害支援のための評価研究会 (2018). PARS®-TR 親面接式自閉スペクト

ラム症評定尺度テキスト改訂版 金子書房

SPACE：Shire SY, Shih W, Chang YC, & Kasari C (2016). Short Play and Communication Evaluation: 

Teachers’ assessment of core social communication and play skills with young children with autism. 

Autism, 22(3):299-310. 

ADOS-2：Lord, C., Rutter, M., DiLavore, P. C., Risi, S., Gotham, K., Bishop, S. L., Luyster, R. J., & 

Guthrie, W. (2012). Autism Diagnostic Observation Schedule™, Second Edition (ADOS™-2)  

WPS.（黒田美保・稲田尚子（監修）(2015). ADOS-2 日本語版 金子書房） 

下山晴彦（編） （2019）. 公認心理師技法ガイド. 文光堂. 

黒田美保（2013）. 発達障害のアセスメントを知る：発達障害の特性把握のためのアセスメ

ント. 臨床心理学, 13, 473-478.

引用文献
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2-1-5．ADHD のアセスメント・ツール

髙柳伸哉 愛知東邦大学

注意欠如・多動症（ADHD）は DSM-5（American Psychiatric Association, 2013 高橋・大野

監訳 2014）から神経発達障害群に位置づけられ、不注意や多動性／衝動性が 2 つ以上の状

況で一定以上みられることを特徴とした障害である。一方で、ADHD の症状は注意の継続

困難や落ち着きの無さなど、特に乳幼児期ではよくみられる行動でもあり、顕著な行動症状

や生活での重大な困難さがないと発達障害として認識されにくいこともある。5 歳児発達健

診や就学前に ADHD 傾向の把握や予防的に支援につなげることもあるものの、一般的に定

型発達児との比較で分かりやすくなるのは、座学や集団行動・規律がより求められるように

なる就学以降となることが多い。また、上記の通り ADHD の症状は障害特性によるものか

環境要因かなど、比較的特定しづらい面もあるため、同年代の標準的なデータを用いた数値

によるアセスメントも必要となる。

このパートでは、ADHD のアセスメント・ツールとして質問紙による評定 3 種と診断面

接ツール 1 種を紹介する。質問紙はいずれも標準化がなされているため、対象の子ども・成

人の不注意や多動性／衝動性、関連症状等が統計的にどの程度高いかを示すことができる。

なお、いずれも DSM-5 以前に開発されたツールであるが、たとえば DSM-IV-TR（American 

Psychiatric Association, 2000 高橋・大野・染矢訳 2004）で症状がみられる年齢が「7 歳未

満」とされていたものが DSM-5 では「12 歳未満」に引き上げられた、自閉スペクトラム症

（ASD）との併存診断が認められたなどの変化があったものの、診断基準の内容面は大きく

変わっていない。そのため、現在でも有用な ADHD のアセスメント・ツールと言える。 

ADHD のアセスメントでは中核的な症状だけでなく、生活での不適応や本人・家族の抱

える悩み、友人関係や学級運営などの集団における問題など、広く捉えていくことが重要と

なり、いくつかのツールではそれらを含めて査定する構成となっている。また、ツールはあ

くまで道具なので、生育歴や生活状況を把握するにあたっても、本人の発達障害特性のみで

なく、本人や家族の抱える困難さや主観的な問題点に寄り添って話を聴いていくなどの関

わる姿勢もぜひ重視していただきたい。

引用文献

American Psychiatric Association. (2013). Diagnostic and statistical manual of mental disorders, 5th 

ed. Arlington: American Psychiatric Publishing. （高橋三郎・大野 裕（監訳）(2014). DSM-

5 精神疾患の診断・統計マニュアル 医学書院） 

American Psychiatric Association. (2000). Diagnostic and statistical manual of mental disorders, 

fourth edition, text revision. Arlington: American Psychiatric Publishing. （高橋三郎・大野 裕

染矢俊幸（訳）(2014). DSM-IV-TR 精神疾患の診断・統計マニュアル新訂版 医学書院） 

60



ADHD
ADHD-RS, Conners3®, CAARSTM, CAADIDTM

DSM-5
Attention-Deficit / Hyperactivity Disorder; ADHD

• 12 17

ADHD 4

ADHD-RS… 18
Conners 3…
CAARS…

CAADID…

ADHD-RS DuPaul et al., 1998

• DSM-IV 2

• 5 18

•

• 18 2 9 4 0–3

•

ADHD-RS

ADHD
ADHD-RS DSM

, 2008, pp.16

ADHD HI
IA HI IA

5–7 8–10
11–13 14–18

100
ADHD

ADHD

Conners 3® DSM-5 Conners, 2008/2014

• DSM-IV-TR ADHD

• 3

110 6 18 115 6 18

99 8 18 4 0–3

•

3 2017 DSM-5

ADHD

61



Conners3

• PI NI
• ADHD
• CD ODD
• 3ADHD 3AI … ADHD
•
• T

3GI
ADHD ADHD CD ODD

Conners3
Conners 3TM , 2011, pp.44

T

T
ADHD

65

ADHD CAARSTM Conners et al., 1998

• DSM-IV ADHD

• 18
•

66 9 4 0–3
• T

• T
A B C

D E–G DSM-IV H ADHD

CAARS

CAARSTM

, 2012, pp.15

ADHD

DSM-IV

T

65

ADHD CAADIDTM Epstein et al., 2001

•
DSM-IV

•
• 18
•

I 60–90 … ADHD

CAADID II

•
II 60 …

DSM-IV ADHD A D

A
B A
C
D

ADHD

62



ADHD

18 18

ADHD-RS
18

Conners3
100

ADHD

CAARS
66

ADHD

CAADID

DSM-IV
ADHD

American Psychiatric Association. (2013). Diagnostic and statistical manual of mental disorders, 5th ed. 
Arlington: American Psychiatric Publishing. (2014). DSM-5

DuPaul, G. J., Power, T. J., Anastopoulos, A. D., & Reid, R. (1998). ADHD Rating Scale - IV: Checklists, 
Norms, and Clinical Interpretation. New York: Guilford Publications.

(2008). ADHD ADHD-RS DSM

Conners, C. K. (2008). Conners 3rd edition manual. New York: Multi-Health Systems, Inc.
(2011). Conners 3TM

Conners, C. K. (2014). Conners 3rd edition DSM-5 update supplement. New York: Multi-Health Systems, Inc.
(2017). Conners 3® DSM5

Conners, C. K., Erhardt, D., & Sparrow, E. (1998). Conners’ Adult ADHD Rating Scales (CAARS). New 
York: Multi-Health Systems, Inc. (2012). CAARSTM

Epstein, J., Johnson, D. E., & Conners, C. K. (2001). Conners’ Adult ADHD Diagnostic Interview for DSM-
IVTM (CAADIDTM). New York: Multi-Health Systems, Inc.
(2012). CAADIDTM

63



2-1-6．LD 特性のアセスメント 概要と現状の課題

吉村優子 金沢大学

今回、ＬＤ特性のアセスメントとして、就学前の音韻や文字への意識に関するスクリーニ

ングが含まれている CLASP、就学後小学校から高校 3 年生までに対応した読み書きの正確

性と流暢性の評価、および四則演算の達成状況を評価するための STRAW―Ｒ、小学校 1 年

生から中学 3 年生に対応した、読み書きの速度を特に評価するための URAWSS を中心に取

り上げた。LD 特性のアセスメントは、上記のようなツールを使用しながら、他の発達障害

や知的障害、境界知能との関連を踏まえて実施することが必要であるが、基本的には「学習

における困難さ」について、教育的なニーズの観点から日常生活上の学習場面、定期テスト

や授業中のノートの取り方、音読、漢字の書き取りなどの学業達成状況から把握していくこ

とが非常に重要である。

読み書きの問題（dyslexia）に関しては、言語の表記システムによってその出現率が異な

ることが報告されており、アルファベットを用いる言語では、その困難の核が音韻意識であ

るという認識が強い。しかしながら、日本語を始めとする漢字を用いる文化圏では、知見が

未だ少ない中で、初期の読み能力には音韻認識が影響するが､ 漢字や仮名とひらがなを用

いて文章レベルの読解には異なった背景要因が存在する可能性も指摘されており、未だ一

定の結論には達していない。そのため、アセスメントから支援を考える場合、研修内容の後

半で取り上げたような、視覚情報処理や記憶に関する評価、音韻処理能力の評価（読み書き

困難児のための音読・音韻処理能力簡易スクリーニング検査：ELC）なども取り入れながら

特性を把握する必要があるであろう。

また、日本語の読み書きに関するアセスメントツールは徐々に開発が進んでいるものの、

就学前段階での音韻に関する認識や算数に関する処理能力、英語能力に関する処理能力を

測定する検査は、現状では非常に限られている。音韻に関する認識を評価する前述した

URAWSS には、英単語の読み書きに関する評価（URAWSS-English）があり、中学生の英単

語の習得度の評価が可能である。日本語の読み書きに困難を呈する子どもは英語学習にお

いても困難を有する可能性が高いといわれる中、2020 年度からは、新学習指導要領におい

て、小学校からの英語教育が必修化となっている。今後、小学校における英語学習の中での

躓きを評価する必要性が高まると考えられる。日本語を母国語とする英語学習者の読み書

き困難に関する研究は始まったばかりであるが、英語学習で最もつまずきやすい聴覚情報

処理の力を測定するための､音素レベルでの処理能力を測定できる、わが国で使用可能な検

査の開発などが待ち望まれる。
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2-1-7．協調運動（DCD 特性）のアセスメントツール

岩永竜一郎 長崎大学生命医科学域

本研修では、協調運動のアセスメントについて説明した。

発達性協調運動症は Developmental Coordination Disorder（DCD）は、麻痺がないのに不

器用、姿勢維持困難、手先が不器用などの特徴があり、日常生活、学校などで困難を示

す。DCD は５-６％の子どもに見られることがわかっている。DCD 児は自尊心が低下した

り、抑うつなどの問題を抱えやすいことから、早期に気づき適切な支援をすることが必要

である。そのため、DCD を早期に発見し、支援方法の考案に繋げられるアセスメントツー

ルが必要である。また、DCD は ADHD 児、ASD 児の多くにも見られることがわかってい

ることから、発達障害のスクリーニング精度向上のためにも DCD をとらえるアセスメン

トツールは必要である。

英語圏では質問紙による協調運動障害のアセスメントツールとして、The Developmental

Coordination Disorder Questionnaire（DCDQ）、Little DCDQ、Movement Assessment Battery for 

Children-Second Edition Checklist、教師用の MOQ-T、成人用の ADC 等が用いられているが、

日本での再標準化はされていない。対面型の個別検査では、The Movement Assessment Battery 

for Children--Second Edition (MABC-2)がゴールドスタンダードとされているが日本では標準

化されていない。

そこで、本研修では本邦で活用できるアセスメントを紹介した。

日本版ミラー幼児発達スクリーニング検査(ＪＭＡＰ)は協調運動検査としてではなく、幼

児の発達スクリーニング検査として開発されたものであるが、感覚運動、協調運動をとらえ

る検査が含まれている。JMAP に含まれる協調運動の検査を使うことで DCD のある子ども

の協調運動の問題が評定できる。また、日本版感覚統合検査 JPAN 感覚処理・行為機能検

査でも、協調運動を評定できるようになっている。この検査は感覚統合検査として開発され

たが、姿勢・平衡機能、体性感覚、視知覚・目と手の協調、行為機能の 4 領域が評価できる

ようになっており、DCD のある子どもの特性がとらえやすくなっている。 

質問紙では、本邦で開発された Check List of obscure disAbilitieS in Preschoolers(CLASP)に

DCD をとらえるための項目が含まれている。CLASP には 5 項目の協調運動に関する質問が

あり、それらに問題を示す回答があった場合に DCD の可能性があることが疑われる。学校

版感覚運動アセスメントというウェブシステムの運動面の質問項目に担任教師が回答する

ことで、スコアや対応策が表示される。感覚・動作アセスメントは教師が協調運動の問題を

把握し、支援するために使用できる。

協調運動のアセスメントは、発達支援において重要であるため必須であり、様々な支援現

場で実施する必要がある。
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2-1-8．感覚特性のアセスメントツール

岩永竜一郎 長崎大学生命医科学域

本研修では、発達障害児等の感覚面の問題をとらえるためのアセスメントツールについ

て説明した。

発達障害児者の感覚処理の問題は行動やコミュニケーションの問題に比べ注目されるこ

とが少ない。ところが、それは発達障害児者に多く見られることがわかっている。これまで

の研究のレビューで感覚刺激に対する反応異常が自閉スペクトラム症 (ASD)児の 80％以上

に見られることが分かっている。また、青年成人版感覚プロファイル（自己回答）で 94.4%

の ASD 者に感覚の問題が見られることも報告されている。そして、ASD の人の信頼性のあ

る自序伝全てに感覚の問題が記述されていることも報告されている。感覚処理の問題は当

事者にとって深刻な問題となることが多いことから、それを評価することは重要である。

感覚処理の問題の中で、感覚過敏が良く知られているが、感覚の問題は他にもある。感覚

プロファイルを作成した Winnie Dunn は感覚処理について４つのパターンを紹介している。。

それらは低登録、感覚探求、感覚過敏、感覚回避である。呼ばれも振り向かない、痛みを訴

えないなどが低登録の例である。そして、くるくる回り続ける、他の人にべたべた触るなど

が感覚探求の例である。セーターがチクチクするので着れない、騒々しい部屋にいるとイラ

イラするなどが感覚過敏の一例である。嫌いな音に耳ふさぎをする、理科室のにおいが嫌で

入れない、などが感覚回避の例である。

以上のような感覚処理特性が、それぞれの対象児者においてどの程度強くみられている

のかをとらえ、本人への介入を検討したり、環境調整をしたりすることが必要である。その

際に感覚プロファイルを使うことができる。感覚プロファイルには、①0―36 ヶ月を対象と

した幼児用感覚プロファイル(ITSP) 、②3-10 歳を対象とした感覚プロファイル(SP)、③11

歳以上用の青年成人感覚プロファイル(AASP) 3 つのタイプがある。①の乳幼児版および② 

の 3-10 歳版は子どものことをよく知る養育者が回答し、③の青年成人版は自己回答となる。 

子ども版の感覚プロファイルは、「セクション別スコア」、「因子別スコア」、「象限別

スコア」の 3 種類のスコアが示される。「セクション別スコア」では、聴覚領域の反応の偏

り、視覚領域の反応の偏り、などが表示される。因子別スコアでは、感覚プロファイルのス

コアの因子分析で明らかになった９つの因子毎のスコアが出る。そして、象限別スコアでは。

前述の感覚処理の 4 つのパターンごとのスコアが表示される。

感覚プロファイルのスコアリングは、標準データと比較しながらなされる。同じ年齢の人

の標準値と比較して、高いか、低いかで評定される。い」、－２標準偏差以下を「非常に低

い」と評定される。

発達障害児者への支援において感覚処理のアセスメントは重要であるため、感覚プロフ 

ァイルを使った評価を多くの支援場面で導入すべきであろう。
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2-1-9．就学時健診と 5 歳児発達健診

三上 珠希 弘前大学大学院医学研究科附属子どものこころの発達研究センター

平成 29 年 1 月総務省から「発達障害者支援に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」が出され、そ

の調査結果から【乳幼児健診や在学中の行動観察において発達障害が疑われる児童を見逃している恐れ

があり、それが支援の遅れとなり二次障害が発生する場合がある】ことが指摘され、乳幼児健診におけ

る発達障害の早期発見の重要性が強調されました。本パートでは乳幼児健診の中でも特に年長の頃に行

う就学時健診と 5 歳児発達健診についてご紹介いたしました。 

保育園や幼稚園での年長組の子どもたちは、園内で最年長として 1 年間を過ごします。年少・年中組

の頃には出来なかったことがどんどんできるようになり、自分達よりも下の学年の園児達におにいさ

ん・おねえさんとしての気遣いをする中で、自分自身の成長を感じて自負心が芽生えていく時期です。

小さい頃から過ごした同級生たちは多くを言わなくても自分の事を理解してくれる仲間たちであり、園

の先生たちは母性的な面が強いので、安心して過ごすお子さんが多いかと思います。そのような乳幼児

期に慣れ親しんだ環境を離れて、新たに飛び込む小学校という環境は新 1 年生にとって驚きの場ではな

いかと思います。園で一番大きかったはずの自分達は、一転して校内では一番小さな学年となり、6 年

生を前にすると会話のために見上げなくてはならず、その感じるギャップは大きいものでしょう。比較

的自由な枠で過ごした園生活から、時間割に沿って勉強をする学校生活となり、様々な園から入学して

きたクラスメートたちと新たな関係づくりの必要性も加わるため、新 1 年生にとって学校へ適応するた

めにはマルチタスクが必要となります。多くの学校は定型発達児が過ごしやすい環境となっていますの

で、少数派である発達特性のある子どもたちにとって学校という新たな場は難易度の高い生活空間とな

る可能性があります。小学校生活の最初の 1 年をスムーズに過ごせることは、その後の彼らの学校生活

に影響しますので、就学前の年長の時期に支援者や医療者が適切にアセスメントして必要な支援を行う

ことは子ども達にとって重要な意味を持ちます。特に発達診断として ADHD・DCD・LD は 5 歳以降に

診断が可能となりますので、5 歳前に ASD や知的発達症の診断で療育を利用されているお子さんたちに

は年長の頃に他の発達特性を併存していないかと改めて発達特性の再評価を適切に行うことが望まれ

ます。

【引用文献】

・総務省 平成 29 年 1 月 発達障害者支援に関する行政評価・監視結果に基づく勧告

https://www.soumu.go.jp/main_content/000458761.pdf（2021 年 3 月 31 日閲覧） 

【ここあぽの問い合わせ先】
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2-1-10．個別の（教育）支援計画

井上雅彦 鳥取大学医学系研究科臨床心理学

「個別の支援計画」とは、乳幼児期から学校卒業後までの長期的な視点に立って、医療、

保健、福祉、教育、労働等の関係機関が連携して、障害のある子ども一人一人のニーズに対

応した支援を効果的に実施するための計画である。内容としては、障害のある子どものニー

ズ、支援の目標や内容、支援を行う者や機関の役割分担、支援の内容や効果の評価方法など

が考えられる。「個別の教育支援計画」とは「個別の支援計画」を、学校や教育委員会の教

育機関が中心となって策定する場合の名称であり、「個別の教育支援計画」は「個別の支援

計画」に包含されるものである。地域の教育機関と福祉機関と保護者とが共同し、ライフス

テージを通じた一貫した相談支援となるよう「個別の支援計画」を策定し、活用することが

期待されている。

本研修の中においては、これらの内容の紹介と活用について述べた。本項目は「アセスメ

ント」の中に位置付けているが、情報の共有や引継ぎと言った機能を強化するためには、ICT

を取り入れた活用事例の蓄積に発展していけるとよいと考える。

文献

文部科学省（2003）今後の特別支援教育の在り方について（最終報告） 
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2-1-11．二次障害、問題行動

井上雅彦 鳥取大学医学系研究科臨床心理学

 発達障害のある子どもたちが不登校や引きこもりなどいわゆる「二次障害」を呈してしま

う事例が多く指摘される。これらの二次障害については，それを予防することが最も重要で

あり，そのためには障害特性への気づき，診断，早期支援，家族支援とともに特別支援教育

が地域でうまく機能することが重要である。また，二次障害に陥ってしまった事例について

は発達障害の特性に配慮し，早期に専門機関と連携した積極的な対応や治療が必要となる。 

本項目はアセスメント研修の中で、早期の気づきのためにうつや不安傾向、衝動性や攻撃

性などの心理面・行動面の問題に対する包括的なアセスメント尺度を取り上げた。アセスメ

ントとして ASEBA (Achenbach System of Empirically Based Assessment)や SDQ

( Strengths and Difficulties Questionnaire)、知的障害を伴う場合、ABC-J(Aberrant behavior

Checklist-Japanese version)、BPI（Behavior Problem Inventory）を紹介した。

これらのアセスメントをもとに、早期にスクリーニングし、環境調整や認知面・行動面の

支援を計画していく必要がある。機能的アセスメントなど個々の認知・行動支援のためのア

セスメントについては他の文献を参照していただきたい。

文献

井上雅彦（2018）発達障害児者の行動問題に関する機能分析アプローチの実際 小児の精神

と神経  58(1)15-21.  
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2-2-1．適応行動と Vineland-II（ヴァインランド ツー）適応行動尺度

黒田美保 帝京大学

適応とは生活体と環境が調和した関係を保つことであり、適応行動は、セルフケア、

家事、学業、仕事、余暇、地域生活など多様な側面について、個人が自らのニーズを

環境の中で調整しつつ自己実現する力といえる。適応は、現在、障害の診断において

も重要視されている。アメリカの精神医学会が定める診断基準である DSM-5 では、機

能不全があるかどうかでなく、適応できているかどうかで診断が下されるようになっ

ている。また、適応行動の水準は、知的水準や発達特性の検査によって評価すること

ができるわけでないので、特化した検査で評価する必要がある。

Vineland Adaptive Behavior Scale -Second Edition(以下、Vineland-II 適応行動尺度)は、

こうした日常生活における適応状態を評価する検査であり、適応行動総合点や領域標

準得点など数値で結果が求められる。心理学者スパロー（Sparrow, S）らによって作成

されたもので、対象者の現在の日常生活をよく知る第三者が回答者となる半構造化面

接による行動評価尺度である。Vineland-II 適応では、行動を「個人的および社会的充

足を満たすのに必要な日常活動の遂行」と定義しており、次の 4 つの考えに基づいて

作成されている。①適応行動は年齢に関連するものであり、それぞれの年齢で重要と

なる適応行動は異なる。②適応行動は他人の期待や基準によって決定され、関わる環

境によって適応行動の評価も変化していく。③適応行動は支援などの環境によって変

化する。④適応行動は行動自体を評価するものであり、その可能性を評価するもので

はない。このように、実際に行っている行動をとらえることで、支援効果や環境変化

を鋭敏に評価できるのである。Vineland-II の対象年齢は生後 0 か月から 92 歳までで

あり、対象者をよく知る第三者が回答者となって面接式で、対象者は検査には同席し

ない。所要時間は約 30 分から 1 時間である。実施法としては、独特の半構造化面接法

をとっている。質問項目を読むのではなく、関連する質問項目を網羅するオープンエ

ンドな質問をして、回答者から自発的な回答を引き出すという方法をとる。この方法

により、回答者とのラポールが高まったり、個々の機能水準について得られる情報が

奥深いものとなったりして、より現実場面での支援に役立てられる情報を集められる

ことになる。構成は、コミュニケーション・日常生活スキル・社会性・運動スキルの

4 領域からなり、それぞれに下位領域がある。そこに多くの質問項目が用意されてお

り、適応行動を多面的にとらえることができる。それ以外に、不適応行動領域もあり、

児童期・青年期以降に顕在化する２次障害等の問題を把握することも可能である。

【参考文献】

・監修：辻井正次・村上 隆 作成：黒田美保・伊藤大幸・染木史緒・萩原拓.「日本

版 Vineland-II 適応行動尺度」 日本文化科学社.
・黒田美保編著「ハンディシリーズ：これからの発達障害のアセスメント～支援の一

歩となるために」金子書房.
・辻井正次（監修）明翫光宜（編集）「発達障害児者支援とアセスメントのガイドライ

ン」金子書房.
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2-2-2．幼児の適応行動評定 TASP 保育・指導要録のための発達評価シート

髙柳伸哉 愛知東邦大学

 これまでのパートで見たように、乳幼児期における発達障害の早期発見は、発達障害のあ

る子どもを早期に支援につなげ、生活不適応や二次障害などを予防しうるためにも重要で

ある。社会適応は、発達障害特性と環境との相互作用によるものであるため、集団場面での

様子もアセスメントすることが必要となる。我が国では多くの場合、幼児期における集団場

面として、保育所や幼稚園、認定こども園が想定される。各園ではそれぞれ、保育所保育指

針（厚生労働省, 2017）、幼稚園教育要領（文部科学省, 2017）、幼保連携型認定こども園教育・

保育要領（内閣府・文部科学省・厚生労働省, 2017）に従って、例えば保育所では子どもの

活動内容や結果、心の育ちや意欲、取り組み過程などの記録が求められている（厚生労働省, 

2017）。保育・指導要録のための発達評価シート TASP（Transitional Assessment Sheet for 

Preschoolers; 辻井, 2017）は、年少から年長までの幼児の適応行動と不適応行動について対

象児をよく知る保育士らに評価を求める他者評価式の質問紙で、コミュニティの保育士ら

が行う保育の記録の一部を客観的な基準で評定するためのツールとして開発された。

研修資料では時間の関係で概要と活用例のみを示しているが、TASP の開発では保育の５

領域（言葉・人間関係・環境・健康・表現）に沿った 129 項目を保育士が評定した結果から、

統計的手法により発達特性に応じた７領域（35 項目）で再構成されている。すなわち、適

応行動を把握するとともに、同年代（月齢帯）の標準的データと比較した発達障害特性の傾

向も同時にアセスメントすることも可能となっている。

TASP は 35 項目の質問紙であり、対象児が生活で各行動を実施しているかを評価するも

ので短時間で実施でき、保育士が子どもを評定する事務的負担を軽減することにもつなが

る。保育所における保育要録をはじめとした園における記録は小学校への引き継ぎでも活

用されるため、客観的な基準を用いた TASP による適応行動と発達障害特性の把握が、就学

以降における理解促進と支援体制の構築にも貢献することが期待される。

引用文献

厚生労働省 2017 保育所保育指針（厚生労働省告示第百十七号） 

文部科学省 2017 幼稚園教育要領（文部科学省告示第六十二） 

内閣府 2017 幼保連携型認定こども園教育・保育要領（内閣府・文部科学省・厚生労働省

告示第一号）

辻井正次（監修） 2017 TASP 保育・指導要録のための発達評価シート スペクトラム出

版社
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2-3-1．家族支援の重要性、ペアレント・プログラム

髙柳伸哉 愛知東邦大学

発達障害児者の家族支援は、厚生労働省の発達障害者支援施策において発達障害児者への地域支援体

制の一つとして位置づけられている（厚生労働省, 2018）。発達障害児者支援に携わる支援者の方にとっ

ては、発達障害児者本人への支援だけでなく家族への支援も必要不可欠であることは言うまでもないこ

とと思われるが、近年では家族支援にも様々な形態が開発され、各地域での実践も少しずつ広がってき

ている。

 本パートではそれらの中からペアレント・プログラム（以下、ペアプロ）を紹介している。ペアプロ

は保護者支援がどの地域でも実施可能となることを目指して開発された簡易なプログラム（浜田ら, 

2018）で、2016 年度から特定非営利活動（NPO）法人アスペ・エルデの会により支援者認定事業が行わ

れており、2020 年 4 月 24 日時点では全国で合計 1,214 名が認定を受けている（NPO 法人アスペ・エル

デの会, 2020）。ペアプロは参加する保護者の養育における認知と基本的な行動（行動をみる、ほめる）

の変容に焦点を当てているため、子どもの行動変化についての効果はペアレント・トレーニング（以下、

ペアトレ）ほど期待できないものの、参加者の抑うつ傾向の低下と養育行動の改善効果が示されている

（浜田ら, 2018）。 

ペアプロはペアプロと異なり参加者は発達障害児を持つ保護者に限定されないため、子育てに悩みや

課題を抱えるコミュニティの保護者に広く実施することも可能で、発達障害児者支援を含んだ子育て支

援プログラムとして汎用性が高い。またペアプロの普及により、すでにいる地域の支援者らの支援スキ

ル向上や地域の多機関連携を促進することにもつながりうる。子育て支援を重視する自治体には、是非

ペアプロの導入や、ペアプロの視点を含めた保護者支援に取り組んでいただきたい。なお、ペアプロの

マニュアルは 2015 年に発行されたものであるが（NPO 法人アスペ・エルデの会, 2015）、現在改訂が進

められており、各地域での実践例を踏まえた、より現場での有用性を高めたマニュアルとなることが期

待される。

引用文献

厚生労働省 2018 発達障害児者および家族等支援事業（都道府県、市町村） 発達障害者支援施策の

概要 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/hattatsu/gaiyo.html（2021

年 3 月 25 日閲覧） 

浜田 恵・野村和代・伊藤大幸・村山恭朗・髙柳伸哉・明翫光宜・辻井正次 2018 ペアレント・プロ

グラムによる保護者支援と支援者研修の効果 小児の精神と神経, 57(4), 313–321. 

特定非営利活動法人アスペ・エルデの会 2020 積水ハウスマッチングプログラムにおける地域別認定

者数

https://sites.google.com/site/npofarenasupeerudenohui/zhi-yuan-zhe-ren-zheng-ri-ben-cai-tuan-zhu-cheng-shi-

ye/-ji-shuihausumatchingupuroguramuniokeru-de-yu-bie-ren-ding-zhe-shu（2021 年 3 月 25 日閲覧） 

特定非営利活動法人アスペ・エルデの会 2015 楽しい子育てのためのペアレント・プログラムマニュ

アル 2015–2020
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2-3-2．ペアレント・メンター、ペアレント・トレーニング、きょうだい支援

井上雅彦 鳥取大学医学系研究科臨床心理学

家族支援は発達障害者支援法でも重要な位置づけとなっている。ペアレント・メンターと

は、発達障害のある子どもを育てる先輩保護者のことで、他の親の相談役となる人のことで

ある（井上ら,2011）。自身が発達障害のある子どもの親という当事者性を持つペアレント・

メンターは、共感性の高さという専門家にはないメリットがある反面、過剰な共感や自己体

験との同一視などによる不安や不全感に悩まされるリスクもあることが指摘され、これを

低減するために養成研修とバックアップ機関によるサポートが推奨されている。

ペアレント・トレーニングとは、行動変容の学習を通して親の養育行動を変容させること

により、子どもの健全な成長発達の促進や不適切行動の改善を目的とした行動理論に基づ

く心理教育的アプローチの総称である（井上 2017）。ペアレント・トレーニングの目的や効

果としては、親の養育スキルの獲得、親子関係改善、子育てストレスや抑うつ状態の軽減と

いった親の心理・認知・行動面の改善と、子どもの行動変容として、生活スキルやコミュニ

ケーション行動などの適応行動の獲得、問題行動の改善という親子両者の行動変容がその

特徴である。

また、発達障害を含め特別なニーズのある子どものきょうだいには、「恥ずかしいという

思い」「罪悪感」「孤独感」「正確な情報の欠如」「将来の不安」などの特有の悩みと得がたい

経験があることを指摘されている。Meyer & Vadasy (1994)はきょうだいの支援ニーズに着目

した心理的支援プログラムとして「シブショップ」を開発提唱しており、我が国でも徐々に

知られるようになってきている。

家族の持つニーズと支援に関するこれらの基礎的知識を研修として組み込むことで、受

講者は家族支援に対して興味関心を持つだけでなく、介入手段として様々なプログラムに

触れ、さらなる学びの発展も期待できる。

参考文献

井上雅彦（2017）．発達障害に対するペアレント・トレーニングの実際と課題 発達障害研究

39(1)87-90. 

井上雅彦・吉川徹・日詰正文・加藤香(2010)ペアレント・メンター入門講座 発達障害の子

どもをもつ親が行なう親支援 学苑社. 

Meyer, D.J. & Vadasy, P.F. (1994) Sibshops：workshops for siblings of children with special needs． 

Baltimore． 
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2-4-1-1．幼児期：適応行動 身辺自立の支援

三上 珠希 弘前大学大学院医学研究科附属子どものこころの発達研究センター

発達障害者が乳幼児期から成人期までの各ライフステージに合った適切な支援が受けられるように

平成 16 年に発達障害者支援法が制定され、平成 17 年 4 月から施行されています。この法律の成立を踏

まえて、乳幼児期からの各ライフステージを通じた切れ間のない支援の充実が望まれています。

本研修は、『本人支援』をライフステージからみて 4 期（幼児期・児童期・青年期・成人期）に分けた

プログラム構成となっており、本パートでは幼児期のステージにおける適応行動として『身辺自立の支

援』の概要と一例をご紹介致しました。発達障害は生まれつきの特性で、子どもの発達の早い時期から

症状が現れ、日常生活や他人との関わりなどに影響が出て、本人は「いきづらさ」を感じ、親は「育て

にくさ」を感じる事があります。他方で発達障害は、優れた能力を発揮している場合もあり、周りから

見てアンバランスな様子が理解されにくい障害とも言われています。どの時期においても支援の最終目

標は、定型発達児者に近づける事ではなく、ご本人の持っている強みや得意な所を伸ばし、日常生活の

適応の向上を図ることです。他のパートでも見ていただいたように、適切な本人支援というのは、支援

者側の主観的な考えだけで支援をすることだけではなく、同時に客観的な視点も加えた支援が必要とな

ります。そのため、幼児期の支援も、まずは個々人を適切にアセスメントし、次いで安心安全な場とし

て構造化された環境の提供が必要となります。その構造化された環境は発達特性のある子どもたちにと

って理解しやすい場となり、その環境下で視覚支援・ABA・課題分析・機能分析といった客観的な支援

を提供されることが望まれます。

幼児期に年齢相応な適応行動を獲得していくことは、その後に続く就学時期の大切な土台となります。

この幼児期の伸びは、その後の子どもたちの成長に大きな影響を与えますので、適切な支援を幼児期か

ら子ども達が受けられることはとても重要です。乳幼児期の子育ては親にとって、第一子であれば全て

が新しい体験となり、これまでの人生にはない不慣れな体験の連続の中で、手探りの状態で子育てを展

開させていきますし、第二子以降であれば他の兄弟との子育てと同時並行でこなさなければならず、ど

ちらにしても嵐のような大変な時期を過ごされているご家庭が多いと思われます。そのような背景を踏

まえますと、各ライフステージの中で特に幼児期の支援は子どもの支援と同時に保護者を支えることも

欠かせない支援となります。

 最後になりましたが、本パートのスライド作成にあたり井上雅彦先生と黒田美保先生にご助言を頂き

ました。この場をお借りして 深謝いたします。

引用文献

・総務省 平成 29 年 1 月 発達障害者支援に関する行政評価・監視結果に基づく勧告

https://www.soumu.go.jp/main_content/000458761.pdf（2021 年 3 月 31 日閲覧） 

・井上雅彦（2020）発達障害＆グレーゾーンの小学生の育て方. すばる舎.

・黒田美保（2015）これからの発達障害のアセスメント 支援の一歩となるために.金子書房
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2-4-1-2．幼児期：運動・感覚あそび

池田千紗 北海道教育大学

本研修では、幼児期における感覚・運動遊びについて説明した。

幼児を対象とした調査で、一斉指導での運動指導（跳び箱、縄跳び、など）より、自由な

運動遊びを行っている方が、運動の力が育っているという報告があり、運動遊びの時間や運

動経験が大切だと述べられている。一方、幼児を対象とした調査では、自由に運動遊びをし

た場合と、指導者がプログラムを立てて子どもに合った運動が引き出されるように配慮し

た環境での運動あそびでは、後者の方が運動の力を育てることができたことが報告されて

いる。ただ単に「運動あそび」をするだけでなく、「運動の発達に着目」し、基本的な運動

の段階から、子どもに合わせて徐々に段階を進めていくことが大切である。

幼児期までの反復的な運動と初歩的な運動の段階で十分に体を動かすことができず運動

の土台作りができていないと、学習に必要な見る・聞く力を上手く発揮できなかったり、上

手く体を動かすことができず怪我をしやすくなったりすることもある。そのため、小さいこ

ろから楽しく体を動かして、運動を習慣化することが大切である。

子どもたちが思い通りに体を動かすことができ、いろいろな運動がやりやすくなる、読み

書きがしやすくなる、活動に参加しやすくなるためには、運動発達の土台から育てていくと

いう視点を持ち、関わっていく必要がある。幼児期には、運動発達の各段階を考えながら遊

びの中で様々な運動を経験し、運動発達を促進できるようにプログラムを考えていく。

まず、運動発達の土台として、感覚特性に配慮して、感覚処理機能を育てることが必要で

あろう。前庭覚・固有受容覚・触覚などの感覚処理に問題があるとボディスキーマの発達、

協調運動に影響が出るため、それらの感覚がうまく処理できるように遊びを工夫する。そし

て、原始反射の統合、姿勢調整に必要な筋の発達が運動発達を促す。遊びの中で原始反射を

統合しやすくするような動きや抗重力姿勢が入る活動を行う。これらが基礎となり、姿勢運

動が発達する。次の段階の運動として、動きながらバランスをとる、四肢をコントロールす

る、眼球運動を調整する、といった運動の発達を促進できるようなプログラムを考える。転

がったり、跳んだり、他動的な揺れや動きに適応したり、動きのタイミングを合わせたりす

る活動などを組み入れる。そして次の段階では、手足の分離運動や手先の細かい運動の発達

を促進できるようなプログラムを考える。両側協調が入る活動、書字やボール遊びなど手先

の協調運動が入った活動などを実施する。これらの発達が、見る機能、聞く機能の発達に影

響することも常に考慮して遊びを発展させる必要がある。複数の人同士が協調して行う運

動遊びは、対人関係の発達にもつながるため、プログラムに取り入れることが望ましい。

運動遊びは、その後の様々な発達と関連する可能性があるため、幼児期に子どものニーズ

に合わせて工夫を加えて行う必要がある。
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2-4-1-3．幼児期：遊びを媒介とした社会性の支援

黒田美保 帝京大学

浜田 恵 名古屋学芸大学

幼児期は、社会性の発達の基礎となる共同注意（Joint Attention）が成立する時期である。

共同注意は、その後の言葉の発達にも繋がっているとされているが、ASD の特性のある子

どもにはその発達が遅れるとされており、乳幼児期に他者と物事を共有する力をいかに育

てるかは、幼児期の社会性の発達支援に重要な視点である。この研修パートでは、幼児期に

おける社会的行動として共同注意（共有する行動）と、指さしなどの共同注意に類似した行

動を含む社会的行動として要求行動を紹介した。研修参加者には、これらの行動の特徴と違

いを理解していただきたい。さらに、共同注意と要求行動を促進するためには、遊びを介し

た支援が重要であることを示した。遊びは、子どもの認知や手指・身体の運動、イメージす

る力などさまざまな能力を伸ばすきっかけとなる。加えて、共同注意や要求行動に関わるよ

うな、「他者と同じ事物を共通で認識する」という行動を育てるためには、共通で認識する

ための事物として、子どもが興味を持ちその発達に合ったおもちゃをいかに適切に選択・提

供できるかということが重要となる。子どもが興味を持つおもちゃなどを準備し、子どもが

人と関わりたくなる環境設定の中で、自発的な関わりを引き出そうとするのが「自然な発達

的行動介入」という支援技法の考え方である。子どもの発達に合った遊びを導入し、子ども

の自発性を重視することが、従来行われてきた療育とは大きく異なる視点であると言える。 

この視点に沿った遊びを介した社会性の支援技法として、JASPER（Joint Attention, 

Symbolic play, Engagement, Regulation）、ESDM（Early Start Denver Model）の二つを紹介した。

JASPER や ESDM では、共同注意・要求行動・遊びのレベルをアセスメントするための独自

の方法が考案されているが、特に JASPER のアセスメントは簡易な行動観察検査で福祉や

教育現場でも使いやすい。ASD の幼児期の支援を医療モデルではなく社会モデルで考えた

時、地域の就学前施設での実施による効果が実証的に認められていることは、導入に際して

大きな利点であると言える。さらに、いわゆる癇癪などの問題行動に対する支援技法として、

親子による遊びを介した PCIT（Parent Child Interaction Therapy）を紹介した。これも遊びと

いう状況を活用しながら支援する技法である。

 以上、主に、「自然な発達的行動介入」に沿った子どもの社会性支援について扱った。子

どもにとって、さまざまなことを自然に学ぶ機会となる「遊び」を用いて、社会性の発達を

促す支援が可能である。子どもの社会性に関わる発達の現状をアセスメントし、関わるため

の方法・考え方を知っていただきたい。

133



•

•

•

•

•

•

•

•

•

134



Kishimoto et al., 2007

Mundy et al.,
1986

Sigman & Ruskin, 1999

135



Discrete Trial Training (DTT)

Pivotal Response Treatment (PRT)
ESDM

JASPER

(Naturalistic Developmental Behavioral 
Intervention: NDBIs)

•
• (Shire et al., 2016)

Joint 
Attention

Symbolic Play Engagement Regulation

•

•

•

•
•
•

136



•
•
•

•

•

•

•

Point 1

Point 2

Point 3

Point 4

137



•
•

•
•

� � � �

� � � � �
� � � � �

Short Play And Communication Evaluation

•

•

•

Short Play And Communication Evaluation

� � � � �
/  � �

� � �

� � � � � � � �

� � �

� � � � � � � �

� � � �
� � � �

•

•

•

Early Start Denver Model

•

•
•

•

•

• Social engagement Joint attention
Share enjoyment Emotional regulation

138



•

•

Parent-Child Interaction Therapy

• 1970 S. Eyberg
•

•

•

• 12-20
•

Eyberg Child Behavior Inventory : ECBI)
Dyadic Parent-Child Interaction 

Coding System-IV: DIPCS)

Parent-Child Interaction Therapy: PCIT
•

•

•

•

139



2-4-1-4．幼児期：言語面の支援 概要と現状の課題

吉村 優子 金沢大学

今回の研修では、乳幼児期からの言語面の発達支援法について、おおよそ 0 歳から 3 歳

程度、3 歳から就学前段階に分け、言語発達支援における基本的な事柄を概説した。幼児期

の発達障害のある子どもたちの言語面の支援の前提として、受容言語、表出言語、音韻意識、

構音、発話の流暢性、韻律（プロソディ）、語彙の量や質、統語、語用面など幅広い評価が

必要であるが、わが国の現状においては、「言語面」の発達評価として、臨床面において、

基本として、地域や機関によらず幅広く共通に実施されている言語能力標準検査というの

が、ほとんど無いことが現状の課題である。現在、臨床面において、比較的広く活用されて

いるのは、語彙の理解の発達程度を評価する絵画語彙検査（PVT-R）（3 歳から 12 歳、日本

文化科学社）であるが、各種発達検査（新版 K 式発達検査、田中ビネー、WIPPSI など）の

結果のうち、言語に関わる項目を参考とする場合も多く、幅広い言語面の機能の評価として

は不十分と思われる。

乳幼児期から幼児期の言語発達を評価する方法としては、本研修会で紹介したもの以

外に、前言語コミュニケーション行動、語彙、文法発達のチェックリストである日本語マッ

カーサー乳幼児言語発達質問紙（語と身振り版；8 か月から 18 か月、語と文法版；16 か月

から 36 か月、京都国際社会福祉センター）、語彙、文法、語操作、コミュニケーション面を

測定する LC スケール（0 歳から 6 歳、サクセスベル）、文法の理解面を測定する J.COSS 日

本語理解テスト（3 歳から高齢者、サクセスベル）、コミュニケーションにおける言語的な

側面を評価するコミュニケーションチェックリスト（CCC-2）（3 歳から 15 歳、サクセスベ

ル）などが、既に出版されている。いずれも有料であるが、マッカーサー乳幼児言語発達質

問紙やコミュニケーションチェックリストは養育者に自宅で記入してきてもらい、相談や

支援の際に役立てることができる。このような評価法を臨床場面で活用し、発達障害のある

子どもの言語発達の特徴についての知見を蓄積すること、支援の実施に結果を活用する一

連の流れをつくることが、発達障害のある子どもたちの言語面の支援法を確立していく上

で必要であると考えられる。

また、発達障害にかかわる言語評価と支援には、会話（音の産出、構音、流暢性、音声、

共鳴）・言語（形式―機能―記号の理解）・コミュニケーション能力の大変幅広い内容が含ま

れる。これらには文化や言語体系の違いが非常に深く関連するため、他国で作成され広く使

用されている検査を翻訳して使用する際には、内容の検討と標準化作業を念入りに実施す

る必要がある。しかしながら、わが国において、音声言語コミュニケーションの音韻や韻律

処理の発達にかかわる評価法が未だ無い中においては、欧米で開発されている小児のプロ

ソディ評価法などが参考になると考える。
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2-4-2-1．児童期：適応行動の支援に必要なこと

明翫光宜 中京大学心理学部

児童期の発達障害の子どもの適応支援で重要だと感じていることが 2 点ある。それは少

なくとも小学生時代の問題行動（パニック）の背景に感覚過敏が関与していることが多いこ

と、もう一つはそもそも衝動性が高く、不安や怒りのコントロール不全が学校適応に直結す

るという点である。発達研修ではこの 2 点における支援のあり方について解説を行った。 

感覚過敏について、自閉症者に環境を整えること（構造化）の重要性を知らせてくれたの

は自閉症者自身の自伝からであった。Bemporad（1979）の論文に Kanner が診断した自閉症

青年の Jerry の症例がある。「幼児期は耐えがたい音と、耐えがたい臭いに満ちていた、何も

かも怖かった」という幼少期の回想はあまりにも有名である。自閉症者にとって周囲の環境

からの刺激は、我々の想像以上に情報に溢れており、その１つ１つが強く感じられるとよう

に体験される。この感覚世界は、Grandin（2014）は「居酒屋にいるときみたいに、まわりで

たくさんの人が同時にしゃべっていると、圧倒されて頭がボーっとしてきて、何もかもわか

らなくなってしまう・・・」といったわかりやすい表現で我々に自閉症体験を啓発している。

幼少期および児童期は感覚過敏に対応する工夫をまだ自分自身で取り扱うことが難しく、

構造化が必要とされる。そして、インクルーシブ教育が推進されている現在、構造化の視点

は特別支援学級だけではなく、普通学級においても求められる。しかも多くの様々な個性を

もった子どもたちの中での合理的配慮は工夫が必要である。そこで本研修では、公正（Fair）

と公平（Equal）の違い（Richard, Silvia & Rosental, 2009）について取り上げた。 

 次に感情調整を中心とした適応行動の学習である。環境を構造化して学習しやすい状況

を設定し、個々の課題に取り組むわけであるが、児童期で多い課題は不安や怒りのコントロ

ールである。現在は認知行動療法プログラムの有効性が確認されている。本研修スライドで

はそのエッセンスを示した。感情調整も 1 つの適応行動であり、学習が可能である。特に筆

者は呼吸法などのリラクセーションスキルの学習に力を入れている。児童期から継続して

実施していけば不安や怒りのコントロールスキルは上達し、落ち着いてくる子どもたちも

多い。それに伴って相談内容も友人関係などの社会性の支援に移行することを筆者は多く

経験している。ぜひ多くの支援者の方に取り組んでいただきたい。
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2-4-2-2．児童期：学習に関する指導・支援

笹森 洋樹 国立特別支援教育総合研究所

 児童期の認知発達は、小学校低学年の段階ではピアジェの認知発達段階の前操作期から

具体的操作期にあたり、頭の中だけでの操作が難しく具体的操作を必要とする。ワーキング

メモリは複数の操作を同時に行うことが難しい時期である。中学年から高学年になると具

体的操作期から形式的操作期へ移行し、論理的な操作が可能になる。身体も大きく成長し、

自己肯定感を持ちはじめる時期であるが、一方で発達の個人差も大きく見られることから、

劣等感を持ちやすくなる時期でもあり、「９，10 歳の壁」とも言われることがある。児童期

の学習支援はつまずきが顕著になる前の低学年段階からの対応が望まれる。

読解や作文をはじめとした教科学習に取り組むためには、読字、書字、計算などの基礎学

力が必要である。そして、基礎学力の習得には、音韻認識、聴覚情報処理、音声言語の理解・

表現、語彙、ワーキングメモリ、視機能、視知覚、協調運動、処理速度などさまざまな認知

機能が影響している。さらに、全般的な知的発達の水準や、注意の集中、意欲なども学習の

つまずきに影響してくる。本プログラムで紹介されているようなエビデンスのある LD 特性

に関するアセスメントと行動観察による実態把握が重要である。学習に関するつまずきへ

の対応は、「できないところ」にだけ注目し「できるようにしたい」という発想になりがち

であり、それは「苦手なところ」を無理強いするリスクにもなる。「できているところ」を

認め、「本人に合った学び方」をみつけていくことにより、学習性無力感のような二次的な

障害に陥らないように十分な配慮が必要である。

学校教育において通常の学級における特別な支援の必要な幼児児童生徒に対するわかり

やすい支援は，学級の他の幼児児童生徒にとってもわかりやすい支援になる。授業のユニバ 

ーサルデザイン化，支持的・自律的な学級づくり，子どもに寄り添う生徒指導・教育相談等，

個に応じた支援と集団への支援の両面を常に意識して考えておく必要がある。また、同時に、

特定の子どもに対する合理的配慮を学級集団の中でうまく提供するためには、特別なこと

を特別扱いしないでお互いを認め合える学級づくりもとても重要な要素となる。

新しい学習指導要領では、小学校、中学校、高等学校学習指導要領解説のすべての教科編

に「困難さ」「指導上の工夫の意図」そして「個に応じた手立て」について、指導計画上の

配慮事項にはじめて掲載された。特別支援学校の学習指導要領ではなく、通常の学校で使用

される学習指導要領の各教科編に記載されたこと、また、障害名を挙げずに学習上の困難さ

について示されたことは、通常の学級に在籍する多くの学習に困難さを抱えている子ども

にも参考になる配慮であることが意図されている。
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2-4-2-3．児童期：発達性協調運動症・協調運動面への支援

岩永竜一郎 長崎大学生命医科学域

本研修では、発達性協調運動症は Developmental Coordination Disorder（DCD）のある子ど

も等に見られる協調運動面への支援について説明した。

DCD 児は自己概念が低く友人関係も苦手になりやすい(Cocks et al. 2009)、学齢期の運動

機能の問題は学校での QOL と関係(Raz-Silbiger et al., 2015)、DCD の若者は社会参加、QOL、

生活満足度が低値(Tal-Saban et al., 2014)、DCD 児は抑うつ傾向が見られやすい(Lingam et al., 

2012)ことなどがわかっているため、様々なライフステージにおける支援が必要である。 

DCD に対する介入として、感覚統合療法を適用することがある。感覚統合療法では、姿

勢調整能力を伸ばす活動、触覚探索課題、運動企画を伸ばす活動、動きながらの協調運動が

入る活動などを行う。高機能 ASD 児に対して感覚統合療法を実施したところ、コントロー

ル群に比べ、協調運動、視覚運動でより効果が大きいことがわかった。

これまでの DCD 児への介入研究で課題志向型の介入、すなわち課題を実施することを通

してスキルを練習する介入の効果が高いことが指摘されている。近年の Blank らによる国際

的な臨床ガイドラインで DCD への推奨レベルが高い介入として神経運動課題トレーニン

グ、日常作業遂行における認知的オリエンテーション(CO-OP；コアップ)が挙げられている。

CO-OP（コアップ）は日本でも実践が始まっているため、多くの子どもに適用されることが

期待される。

学校などでの取り組みも重要である。例えば、スクーターボードを使った活動で、うつ伏

せで伸展姿勢を経験してもらうなどができる。平均台などでバランスを育てたり、平均台上

でバットでボールを打ったりして体幹の回旋運動をしてもらったりすることもできる。運

動企画力を育てるためにアスレチック遊具などで不慣れな動きをやってもらうと良い。風

船バレーなどで目と手の協調を育てることも多く取り入れると良いであろう。

DCD 児は学校などで運動がうまくできず、劣等感が強くなっていることがあるため、自

尊心を高めることが重要である。発達障害のある子ども同士の運動活動であれば、DCD 児

も成功する機会が増え、自尊心は高まりやすくなるため、取り入れると良いであろう。

子どもを取り巻く人の理解が必要であるため、不器用は発達的特性であることや苦手な

運動は個別に教えること、運動の予習（最初が難しい）が必要となることなどを伝えること

が望ましい。

DCD のある子どもには道具による支援を加えることも必要となることがある。例えば、

鉛筆ホルダーは、滑らない定規、ゴムマットなどが活用できる。

学齢期における DCD 児者への理解と支援は重要であるため、様々な角度から支援を考え

る必要がある。
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2-4-2-4．児童期：友達作りと社会的スキル

黒田美保 帝京大学

浜田 恵 名古屋学芸大学

 児童期は、多くの時間を学校という集団の場で過ごし、仲間関係が広がる時期である。し

かしながら、自分の気持ちの表現の仕方、振る舞い方、相手の言動の受け止めや理解、双方

向的なコミュニケーションなど、仲間関係を築いていくために必要不可欠のスキルの不足

や誤解のために、満足した学校生活が送れなかったり仲間関係の中で不本意な孤立を余儀

なくされている子どももいる。もちろん、子ども自身が友達を作りたいという意欲があるこ

とが重要であり、本人の意志が不在のままで友達作りを強制されるということはあっては

ならない。一方で、何らかのスキルの不足のために仲間関係を嫌なもの・不要なものだと誤

解し、友達作りに意欲を失っていることも起こりうる。

そこで、この研修のパートでは、友達作りに関わる社会的スキルを支援する方法について

扱った。意欲や関心がある子どもに適切なスキルを教えることに効果があることはもちろ

んだが、まだそこまでの関心は芽生えていない子どもでも、まずは知識として社会的スキル

を知り身につけることは、不要なトラブルの予防などに役立つと考えられる。

このパートで扱った具体的方法は、フレンドシップ・プログラム、ソーシャルシンキング、

リメイキング・リセスの 3 つであるが、その土台として、ソーシャルスキルトレーニング

（SST）の考え方を理解する必要がある。その上で、具体的に何をどのように教えていくか

が体系化されているのがフレンドシップ・プログラムである。ただし、このプログラムの基

本的な考え方に関する書籍は邦訳の途中である（2021年 3月時点）。やや年齢層は上がるが、

青年期のパートで紹介される PEERS が類似した内容を扱っており、書籍も翻訳されている

ため参考になる。2 つ目のソーシャルシンキングは、スキルそのものだけでなく、その前提

となる考えの枠組みを身につけるための支援方法である。漫画やワークといった複数の視

点からアプローチしていく。最後に紹介したリメイキング・リセスは、日常の学校での休み

時間の行動の見立て・支援の方法である。前の 2 つほどの明確な体系化は本邦ではなされて

いないが（2021 年 3 月時点）、学校の休み時間をそのまま支援の場として使っていこうとす

る考え方である。特別なプログラムの場だけでできれば良いのではなく、日常的な場で直接

サポートしながらスキルを育てていこうとすることは、SST におけるホームワークや、フレ

ンドシップ・プログラムにおける保護者に同じスキルを学んでもらうこととも共通してい

る。学んだスキルの汎化が難しい子どもたちも多いことを念頭に置いて、その子どもの日常

に活用可能な支援を取り入れていただきたい。
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2-4-3-1．青年期：自己理解

岡田 俊 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所知的・発達障害研究部

 本章では、発達障害のある当事者が、自分自身の特性を理解することの重要性について述

べるとともに、当事者が発達障害特性とともに生きると体験とそのなかで経験する傷つき、

いわゆる二次障害との関係について理解し、当事者の自己理解を促していくかについて述

べる。

 自分自身について知ることは、強みと苦手の差が大きい発達障害当事者にとってより重

要なことであるが、発達障害当事者にこそ難しいという問題がある。得てして、苦手な点ば

かりが強調されがちであるが、得手不得手は同じ特性の両面であることが多く、いかに適応

的環境に身を置くかが重要である。いわゆる障害理解は、自己理解のひとつではあるが同一

ではない。そもそも診断はその人の一側面に過ぎないし、同じ障害名であってもその特性の

パターンは人それぞれであるからである。発達障害と共に生きる現実を受け止めつつ、得手

と不得手をバランス良く認知できるように促していかなければならない。

 当事者が持ち合わせている自己認知は、得てして否定的なものであったり、失敗体験に付

随して、他者からの否定的な評価を取り込んだものであったりする。しかし、そのような

「失敗」への経緯を確認していくと、当事者側の事情や理屈が明確になることもしばしばで

す。当事者は、社会認知の障害やコミュニケーションスキルの不足のために、対人場面で不

安や困惑を抱えがちであり、その結果、社交不安、被害念慮、フラッシュバックなどを抱え

がちである。

 自己理解が求められるのは主として思春期以降である。しかし、この時期は、自立を求め

ながらも学校生活や家庭生活で不適応を感じたり、二次性徴に伴う不安や困惑が高まる時

期でもある。また、外傷的な体験に対しても、外傷的反応を引き起こしやすく、レジリアン

ス（回復力）が低いことも多い。

自己理解を進め、同時に精神的にも安定するためには、現状を正しく理解すること、その

ためには自分の好きな活動や時間を維持したり、自分自身ができている事柄を適切に認知

し、自分自身の疲れやストレスにも敏感であるように促す必要がある。
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2-4-3-2．青年期：適応支援 精神科的併存症の理解と予防

鈴木 勝昭 宮城県子ども総合センター

本研修では、発達障害のある人が青年期にさしかかると様々な精神科的併存症を発症し

やすいこと、そのため支援にあたっては予防（健康増進と早期発見）の視点が不可欠であ

ること、および、予防に役立つツールがあること、を学習目標とした。

今日、精神疾患はごく一般的な問題であり、一般人口のおよそ 4 割が生涯において一度

は何らかの精神疾患に罹患するといわれている。この罹患率は、発達障害のある児・者に

おいてはさらに高くなることも知られている。近年の自閉スペクトラム症児・者を対象と

した精神科的併存症の有病率に関する研究をメタ解析した報告によれば、併存する精神疾

患は年齢によって異なり、青年期から成人期にかけては不安症群、次いで抑うつ障害群が

多いことが分かっている。また、そもそも青年期は双極性障害や統合失調症、および、摂

食障害といった治療困難な精神疾患の好発年齢でもあり、発達障害者がこれらを併存する

リスクもまた、一般人口に比べて高い。

発達障害者が精神疾患を併存してしまうと生活の質が低下し、日常生活・社会生活がさ

らに障害され、予後は不良となり、支援者の負担は増大する。したがって、発達障害者の

メンタルヘルスを維持するためには、精神疾患を早期に発見し、早期治療につなげるとい

う視点が必要である。とりわけ青年期・成人期においては、睡眠と食事の状態、不安・抑

うつ・精神病症状の有無について支援者が把握していることが重要である。

そこで、本研修では、メンタルヘルスの評価に有用なアセスメントツール（不安・抑う

つ・精神病症状）について紹介するとともに、日常生活の適応行動の視点から当事者と支

援者がともに利活用できるアプリ「ライフログ・クリエイター」について紹介した。
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2-4-3-3. 青年期：社会性

辻井 正次 中京大学現代社会学部

この章では、青年期の社会性の発達支援に関して論じられている。

ここでは、UCLA のローガソン博士たちが開発した PEERS（Program for the Education and 

Enrichment of Relational Skills）を中心に社会性の発達支援について取り上げていく。思春期・

青年期は社会性の発達において、非常に大きな転換点である。社会性の発達において、子ど

もたち同士のかかわりが大きく質的に変化する。小学校年代までは「遊ぶ」ということから

かかわりが進みますが、思春期以降「会話する」ということへ、主要なかかわりの仕方が変

わっていきます。思春期の転換点で、“友だち”とそれなりに過ごせることは発達においてと

ても重要である。友だちは学校にいる必要はないし、同年齢である必要もないが、そうした

ものが得られる場は貴重である。PEERS は発達障害のある子どもだけでなく、社会性に課

題・不安のある思春期の子どもに対して有効な支援となる。社会性に難しさを抱える子は、

社会的関係の中で多くの青年たちがさりげなくしている行動が自然にすることが難しいた

め、ちょっとしたかかわりのコツを理解し、日常生活の中で実践していくことで、より周囲

とのつながりに満ちた日常生活を送っていくことができるようになっていく。

その他、自分のセクシュアリティを理解して行動することや、精神疾患の併存への対応や、

就労を含めた成人期への移行への準備を進めていくことの重要性に関して学んでいただき

たい。
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2-4-4．成人期：成人期・高齢期の相談

日詰 正文 独立行政法人 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

辻井 正次 中京大学

成人期や高齢期の支援には、幼児期や学齢期とは異なる難しさが存在する。

（１）幼児期や学齢期には周囲の理解・支援によって適応していたが、支えが無くなる場合

児童期や学齢期、青年期に伴走者となる家族や学校、理解ある上司などが高齢化、異動

することなどにより繋がりが無くなり、当事者自身が他の信頼できる人に相談できず社

会的で孤立することがある。例えば、職場での人間関係や、自分自身の健康管理、家事や

社会的な手続きなどについて必要な支援を周囲に求めることができず、生活困窮の状態

にいたるケースがある。また、家族が健在でも、家族自身に強いこだわりや対人関係の苦

手さなどがあって年々その傾向が強くなり、家庭の外からのサポートが必要になる場合

もある。

このような状態にある発達障害者へのアプローチをどうするか、現在は「ライフログク

リエイター」を活用して、当事者が自分の精神的健康や適応行動の状態を知ること、支援

者と相談すること、関心が共有できる仲間とつながることなどができるようにした支援

モデルなどが試されている。

（２）幼児期や学齢期からの取組不足のために、高齢期特有の支援が困難となる場合

  高齢期の発達障害者の支援ニーズは、現時点ではまだデータが少なく明らかになって

いないが、高齢に伴う心身の機能低下や不調（認知症、視力や聴力の低下、てんかんの発

症、転倒による歩行障害など）の状態になったときに、そもそも健診を受けたり医療機関

を受診したりといった習慣が無かったことに初めて気づかれることがある。背景には、家

族や教師等が当事者の代わりに説明してしまうため医療関係者とのコミュニケーション

の機会が少ない、医療機関での待ち時間の長さや消毒臭、他の患者の泣き声や治療音など

の苦手さがあるなどのことが想定される。

また、高齢期になっても ASD のこだわりは、むしろ生活の質を維持するために重要な

要素となっていて、毎日の日課の楽しみや友人等との交流に活かされている国内外の支

援実践例が蓄積されていきてる。このような障害特性がありつつ生涯を過ごしていくた

めには、例えば ICF を活用して個々の情報（健康状態、心身機能、環境因子、個人因子、

鰹津・参加）を、網羅的しかし簡潔に、その時々の周囲の関係者に引き継がれていくこと

が重要になっている。しかし、長期間にわたって、きちんと当事者の必要な情報が引き継

がれる実践はまだ少なく、今後の課題となっている。
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2-5-1．特別支援教育における研修

笹森 洋樹 国立特別支援教育総合研究所

 特別支援学校の教員は、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校の教諭免許状のほか、特別

支援学校教諭免許状を有していなければならない。特別支援学級や通級による指導を担当

する教員については法令上の規定はないが、特別支援教育を推進する要の教員として、特別

支援学校教諭免許状の取得が望まれる。

大学の教職課程においては、令和元年度入学生から全ての学生が特別支援教育を１単位

以上修得すること義務付けられた。また、教育公務員特例法の一部改正が行われ、公立の小

学校等の校長及び教員の任命権者たる教育委員会等に、教員の養成・採用・研修を一体化し

た「資質の向上に関する指標」（教員育成指標）の策定が義務付けられている。

特別支援教育に関する教員研修についても、特別支援教育の視点からの学校経営を行う

管理職研修のほか、初任者研修、年次研修、ミドルリーダー研修などが教職経験年数に応じ

て行われている。中央教育審議会「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供

たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）」（2021）では、

特別支援教育を担う教師の専門性向上について、全ての教師に求められる専門性、特別支援

学級，通級による指導を担当する教師に求められる特別支援教育に関する専門性、特別支援

学校の教師に求められる専門性に分けて整理されている。本講義でも、学級担任や教科担任

等など日々の指導に携わる教員が特別支援教育や発達障害に関する基礎的な知識を習得す

るための研修、通級の担当教員、特別支援学級や特別支援学校の教員が専門的な指導を実践

できる力量を担保するための研修、さらに通級の担当教員、特別支援学級や特別支援学校の

教員も含め、特別支援教育コーディネーター、生徒指導主事、養護教諭など担任等へのコン

サルテーションを実践できる力量を身に付けるための研修の必要性について触れた。

研修においては、優先すべき課題やニーズの把握、目的や目標の設定、プログラムの作成・

実施そして評価の PDCA サイクルを機能させることが重要になる。特に特別支援教育の研

修では、内容の理解にとどまらず、身に付けた知識や技能を子供の指導や支援にどう活かせ

るか研修の評価の在り方が検討すべき課題と考えられる。

参考文献

文部科学省 2016 教育公務員特例法の一部を改正する法律 

文部科学省中央教育審議会 2021 令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供

たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申）

独立行政法人教職員支援機構 2018  教職員研修の手引き 2018 ―効果的な運営のための

知識・技術― 
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2-5-2．地域支援 保健・医療・福祉等における研修

西牧 謙吾

国立障害者リハビリエーションセンター 発達障害情報・支援センター（併任）

改正発達障害者支援法では、平成 17 年の発達障害者支援法施行後、我が国で進められた

障害者支援関連法の制定・改定を受けて、個人としての尊厳にふさわしい日常生活・社会生

活を営むことができるように、早期発見・発達支援に加えて、切れ目のない支援が基本理念

に加えられた。ここは、第二条の二（基本理念）において、「発達障害者の支援は、個々の

発達障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じて、かつ、医療、保健、福祉、

教育、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に、その意思

決定の支援に配慮しつつ、切れ目なく行われなければならない。」と示されている。また、

第三条（国及び地方公共団体の責務）として、「国及び地方公共団体は、発達障害者の支援

等の施策を講じるに当たっては、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を担当する

部局の相互の緊密な連携を確保するとともに、発達障害者が被害を受けること等を防止す

るため、これらの部局と消費生活、警察等に関する業務を担当する部局その他の関係機関と

の必要な協力体制の整備を行うものとする。」ことが示されている。さらに、第九条の二（情

報の共有の促進）において、「国及び地方公共団体は、個人情報の保護に十分配慮しつつ、

福祉及び教育に関する業務を行う関係機関及び民間団体が医療、保健、労働等に関する業務

を行う関係機関及び民間団体と連携を図りつつ行う発達障害者の支援に資する情報の共有

を促進するため必要な措置を講じるものとする。」と書かれている。

上記の基本理念の実現は、発達障害だけに関わるものではなく、他の障害にも共通する基

本理念と考えられる。しかし、現実的には、都道府県や市町村において、医療、保健、福祉、

教育、労働の業務を担当する部署は、発達障害だけを担当しているわけではない。多くの部

署では、複数の担当業務を持ち、必要に応じて、発達障害支援を進めることになる。

 そのような部署への働きかけを、発達障害者支援センター、地域支援マネージャーは、ど

のように進めていけば良いか。地域支援を進める基本的方法論として、公衆衛生という概念

を説明する。例として、感染症対策、母子保健を取り上げ、行政や地域住民の巻き込み方を

説明する。行政が持つべき公衆衛生機能は、現在では、非常に広範な機能を含む。医療はも

ちろん、環境問題、都市問題・食品衛生などもはいるが、人の健康を扱うため、福祉、教育、

最近だと労働衛生も入る。最近では、公共政策という言葉もある。

地域支援に関するこの研修の目的は、究極的には発達障害のある人を、診断のあるなしに

関わらず、もれなく地域でフォローする体制を構築することである。そのために、研修対象

は、発達障害者支援センター職員、地域支援マネージャーだけでなく、発達障害支援に関わ

る人すべてと考えても良い。働きかける組織は、公的位置づけを持つすべての組織となる。

連携の場は、日常のソーシャルワークの機会だけでなく、行政が持つ様々な協議会を活用し

て、関係性を作り、地域の実情を共有し、豊かな地域社会を作ること、そのために必要な知

識・技術について話をする。

203



web 

web 

97
R2.4.1

19,738
10,222
4,887
1,146

(R1.5.1 )
3

•

•

•

•

•

•

204



•

•

•

•

•

•

•

•

•

•

2
2020

12

205



13

6

90

A

14

)
)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

18
19

18

206



207



27 28

•

• 8050

•

•
•
•
•

3 /4

29 30

208



•

•

•

31 322013

74

https://site2.convention.co.jp/74nms/
Web 10/17-11/14

209



•
82 5 2018.

•
•

210



2-5-3.実践を科学的に検証可能なものにしていくために

辻井 正次 中京大学現代社会学部

発達障害児者の支援を科学的に検証可能なものにしていくことはとても重要なことであ

る。そうした検証を行うためには、いくつかの重要なステップがある。

第 1 に、支援する前に、支援に必要な支援対象となる発達障害のある人の情報をちゃんと

集めること。第 2 に、支援対象となる発達障害のある人の状態像と情報をしっかり照合し、

支援の計画を立てて、支援に取り組んでいくこと。第 3 に、毎回の支援の記録と評価をし

て、今やっていることが効果があるのかを検討すること。これらすべてが重要である。客観

的な把握を含めて評価し、抽象的な表現ではなく、具体的な行動について評価することが望

まれる。発達障害のある人たちのさまざまな課題を考えると、1 つの指標で効果を示すこと

ができないのは事実であるが、適応行動や、精神的健康さ、自己評価、体験の満足度など、

多様な指標の中で、支援の意味について明確に説明できます。支援者の自己満足ではなく、

発達障害のある人たち（および家族）の客観的指標で照合もできる満足度が得られることは

支援の必須事項である。こうした、現状の制度を維持し、発展させていくために必要不可欠

な評価をしっかりしていかないといけない。そのためには、科学的根拠を持ったアセスメン

トとともに、科学的根拠のある支援を一定取り入れていく必要性がある。
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ツール名 出版社 価格 資格条件 研修・習熟 ⽅式
医科診療
報酬点数

1）アセスメント・ツールと個別の⽀援計画
3．発達検査・知能検査のアセスメント

新版K式発達検査2001 京都国際社会福祉センター 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―
新版K式発達検査2020 京都国際社会福祉センター 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―
WAIS™-IV知能検査 ⽇本⽂化科学社 有料 レベルC※ 必要 対象者：検査実施 450
WISC™-IV知能検査 ⽇本⽂化科学社 有料 レベルC※ 必要 対象者：検査実施 450
⽥中ビネー知能検査Ｖ ⽥研出版 有料 必要 必要 対象者：検査実施 280
⽇本版 K-ABCⅡ 丸善出版 有料 必要 必要 対象者：検査実施 450

4．ASD特性のアセスメントツール
⽇本語版 M-CHAT 国⽴精神・神経医療研究センター 無料 無 無 質問紙：親、⾯接 80
PARS®-TR親⾯接式⾃閉スペクトラム症
評定尺度 テキスト改訂版

⾦⼦書房 有料 必要 必要 半構造化⾯接：他者 450

SPACE （研究論⽂） 無料 必要 認証必須 対象者：検査実施 ―
ADOS-2 ⽇本語版 ⾦⼦書房 有料 Level B※ 認証必須 対象者：検査実施 ―

5．ADHD特性のアセスメントツール
ADHD-RS 明⽯書店 無料 無 無 質問紙：親・教師 ―
Conners 3®⽇本語版［DSM-5対応］ ⾦⼦書房 有料 Level B※ 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
CAARSTM ⾦⼦書房 有料 Level B※ 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
CAADIDTM ⾦⼦書房 有料 Level B※ 必要 半構造化⾯接 ―

6．LD特性のアセスメントツール
CLASP⾔語 厚⽣労働省推進事業 無料 無 無 質問紙：他者 ―
STRAW-R 改訂版 標準読み書きスク
リーニング検査

インテルナ出版 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―

⼩学⽣の読み書きの理解URAWSS II atacLab 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―
7．協調運動（DCD特性）のアセスメントツール

JMAP ⽇本版ミラー幼児発達スクリー
ニング検査

パシフィックサプライ 有料 必要 必要 対象者：検査実施 80

⽇本版感覚統合検査 JPAN感覚処理・
⾏為機能検査

パシフィックサプライ 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―

CLASP（運動） 厚⽣労働省推進事業 無料 無 無 質問紙：他者 ―
学校版感覚・運動アセスメント レデックス株式会社 有料 無 無 質問（Webアプリ） ―

8．感覚特性のアセスメントツール
SP感覚プロファイル ⽇本⽂化科学社 有料 Level B※ 必要 質問紙：⾃⼰・他者 ―

9．就学時健診と5歳児発達健診
ここあぽ（Webアセスメントシステム） サーベイリサーチセンター 有料 無 無 質問（Webアプリ） ―

11．⼆次障害、問題⾏動
ASEBA ― ― ― （アセスメントの総合名称） ―
CBCL6-18 京都国際社会福祉センター 有料 無 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
SDQ 国⽴精神・神経医療研究センター 無料 無 無 質問紙：⾃⼰・他者 ―
ABC-J異常⾏動チェックリスト⽇本語版 じほう 有料 無 無 質問紙：他者 ―
BPIS 問題⾏動尺度短縮版 無料 無 無 質問紙：他者 ―
強度⾏動障害判定指針・判定表 厚⽣労働省 無料 無 無 質問紙：他者 ―
⾏動関連項⽬ 厚⽣労働省 無料 無 無 質問紙：他者 ―
DSRS-Cバールソン児童⽤抑うつ性尺度 三京房 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ 80

CES-D うつ病(抑うつ状態)⾃⼰評価尺度 千葉テストセンター 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ 80

SCAS スペンス児童⽤不安尺度 三京房 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―
CMAS 児童⽤不安尺度 三京房 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―
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ツール名 出版社 価格 資格条件
研修・習

熟
⽅式

医科診療
報酬点数

2）適応⾏動
1．適応⾏動とVineland-II適応⾏動尺度

VinelandTM-II適応⾏動尺度⽇本版 ⽇本⽂化科学社 有料 Level B※ 必要 半構造化⾯接：他者 280
2．幼児の適応⾏動評定 TASP

TASP保育・指導要録のための発達評価
シート

スペクトラム出版 有料 無 無 質問紙：他者 ―

3）家族⽀援（きょうだい⽀援）
1．家族⽀援の重要性、ペアレント・プログラム

PNPS肯定的・否定的養育⾏動尺度 ⾦⼦書房 有料 Level A※ 無 質問紙：⾃⼰ ―

4）本⼈⽀援
1．幼児期

1-1．適応⾏動：⾝辺⾃⽴の⽀援
PSI育児ストレスインデックス ⼀般社団法⼈ 雇⽤問題研究会 有料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―

1-3．遊びを媒介とした社会性の⽀援
国リハ式（S-S法）⾔語発達遅滞検査
（改訂第４版）

エスコアール 有料 必要 必要 対象者：検査実施 ―

3．⻘年期
3-2．適応⽀援：精神科的併存症の理解と予防

K6⽇本語版 （研究論⽂） 無料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―
PRIME Screen-Revised⽇本語版
（PRIME-Jスクリーニング（Kobayashi
et al., 2008; ⼩林ら, 2009））

（研究論⽂） 無料 無 無 質問紙：⾃⼰ ―

4．成⼈期
4．成⼈期・⾼齢期の相談

認知症判別テスト（DSQIID） 国⽴重度知的障害者総合施設のぞみの園 無料 無 無 質問紙：他者 ―

※⼼理検査の使⽤者レベル・購⼊資格
・⽇本⽂化科学社 https://www.nichibun.co.jp/level/

・⾦⼦書房 https://www.kanekoshobo.co.jp/company/c671.html

・⽇本⼼理検査協会、⽇本⼼理検査振興協会「教育･⼼理検査倫理要綱」参照

レベルA： 保健医療・福祉・教育等の専⾨機関において、⼼理検査の実施に携わる業務に従事する⽅。
レベルB： レベルAの基準を満たし、かつ⼤学院修⼠課程で⼼理検査に関する実践実習を履修した⽅、または⼼理検査の実施⽅法や倫理

的利⽤について同等の教育・研修を受けている⽅。
レベルC： レベルBの基準を満たし、かつ⼼理学、教育学または関連する分野の博⼠号、⼼理検査に係る資格（公認⼼理師、臨床⼼理

⼠、学校⼼理⼠、臨床発達⼼理⼠、特別⽀援教育⼠）、医療関連国家資格（医師、⾔語聴覚⼠等）のいずれかを有する⽅、あるいは国家公
務員⼼理職（家庭裁判所調査官等）、地⽅公務員⼼理職（児童⼼理司等）の職で⼼理検査の実施に携わる⽅。

Level A： ⼿引や解説書に従った実施・解釈を前提とし、基本的な⼼理検査に対する知識がある。
Level B： ⼤学院で⼼理検査および測定法に関する科⽬を履修し修了したか、もしくは同等な教育・訓練を終えている。
Level C： 以下の①〜③すべてを満たす。
①Level Bの基準を満たしている。 ②使⽤する検査に関する教育・訓練を終えている、および／もしくは、その検査の実施

経験がある。 ③関連領域について修⼠号以上の学位を有している。
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発達障害者支援センター・教育センター職員等向け研修プログラム

「発達障害児者の支援に関する標準的な研修プログラム」

質問集（計 4 回分） 

＜12 月 19－20 日実施分＞ 

Q1. 個人により差はあると思うのですが、一般的に音韻意識や構音などの訓練が効果を上げやす

い時期、成長しやすい時期あるいはこの年齢上になると効果が上がりにくくなるなどあるのでし

ょうか。

A1. 回答者：吉村優子 

音韻レベルの獲得、例えば「L」と「R」の聞き分け能力については、実は生後 1 年間の言語環

境によって獲得されることがいわれています。そのため、典型的な発達では、時期が音韻獲得の

「敏感期」と考えられています。ただ、ご存じの通り、この時期は意図的な学習ではなく、ほぼ

生得的な能力によって、この聞き取り能力が獲得されています。音韻や構音に問題がみられる場

合には、ほぼ生得的に、苦労なく獲得されるはずのものが、何らかの要因によって阻害されてい

るということになります。

日本語において発達障害の音韻意識や構音訓練の報告は、恐らく症状の多様さや言語発達レベル

等の統制の難しさから、ケースレポートが中心であり、効果を上げやすい時期、効果が上がりに

くい時期についての知見は、蓄積が始まったところという段階です。

そんな中で、まず音韻意識の支援の時期について、参考になると考えられるのは、上智大学の原

恵子先生などが出されている「健常児における音韻意識の発達」(2001)や「子どもの音韻障害と音

韻意識」（2003）についての報告など、音韻意識の発達に関する知見です。例えば、原先生の報告

からは、音韻意識の発達を反映する音韻操作の中で、音削除課題や逆唱課題の力は、年中から小

学校 1 年生にかけて大きく伸び、その後ゆるやかな発達を示すことが報告されています。また、

音韻の操作は、拍の数によっても難易度が異なっていて、2 拍よりも 3 拍、4 拍の操作の方が難易

度が高くなりますが、3 拍、4 拍語の処理速度は小１から小 2 にかけて急速に速くなることが報告

されています。算出可能な言語音の種類が増える 4，5 歳以降に音韻分解能力の高まりがみられた

という報告もあります（風間, 2000「幼児における音声産出能力の発達と音韻意識の関係」）。以上

のような、これまでに報告されている典型的な発達からの知見をもとに考えますと、音韻の意識

への支援の訓練として効果的なのは、生活年齢ではなく、言語発達年齢として 4 歳後半以降だろ

うと推測されます。

また、構音面に関しては、発達レベル、構音の誤りのタイプや数、構音の練習への動機の程度が

大きく影響します。東京女子医科大の多田先生方の「小児の機能性構音障害 99 例の構音訓練」

（2003）という報告では、対象は発達障害に限定されているわけではないのですが、明らかな言

語発達の遅れや聴力に問題のない症例については、７歳以降よりも 7 歳以前に構音訓練を始めた

児のほうが「正常」となる割合が高かったことが示されています。日本と海外では構音障害の定

義が微妙に異なっており、直接比較することが難しいのですが、例えば、ブラジルの研究グルー
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プは、構音の改善に練習頻度の高さが重要だという報告をしています（Ceron et al., 2013）。また、

興味深いことに、近年、構音障害には口腔運動の問題と音韻認識の問題の両方が関わっている場

合があるとも考えられており、2013 年のポルトガルの研究から、4.0〜6.7 歳の子ども（発達障害

の評価はされていません）に音韻意識のトレーニングを行ったところ、音韻意識の課題の成績と

構音の改善にも有意な効果がみられたことが報告されています（Lousada et al., 2012）。このような

報告からは、音韻認識の問題がベースにある構音障害の場合には、4 歳-6 歳程度で音韻のトレー

ニングを行うことが、音韻意識と構音にも有効であることが示唆されます。

＜1 月 9－10 日実施分＞ 

Q1．CAADID と DIVA（成人用 ADHD 診断面接）は内容や手法が酷似しておりますが、どう使い

分ければよいでしょうか？

A. 回答者：髙柳伸哉

CAADID の説明と DIVA の内容を比較していただけると良いかと思いますが、CAADID は生育

歴を含めた包括的な半構造化面接となります。その分時間もかかりますので、DIVA による中核症

状の把握か、CAADID による包括的な判断か、というあたりの使い分けになるかと推察します。 
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＜1 月 23－24 日実施分＞ 

Q1．「児童期の学習に関する指導・支援」のところで自立活動に関する説明（内容・区分）があり

ました。今回の改定で「流れ図」が示されていますが、個別の指導計画の作成のところの項目の

解説が流れ図の項目と重複しているように感じるのですが、流れ図は指導内容を設定するところ

までで評価項目もないので、「流れ図≠個別の指導計画」と押さえておいても良いのでしょうか？

個別の指導計画等の様式は各学校によって違うのですが、どうしてそのような表記になっている

のか、中には一部の初任者や特別支援学級担当者等が混在して把握している状況が見受けられる

ので、もしわかるようでしたら教えていただきたいです。

A1. 回答者：笹森洋樹 

個別の指導計画に関する質問ありがとうございます。特別支援学校学習指導要領解説「自立活

動編」に掲載されている「流れ図」のことかと思います。実態把握から指導内容決定までの自立

活動の個別の指導計画の作成手順が示されています。個別の指導計画に基づく指導は、計画（Plan）

－実践（Do）－評価（Check）－改善（Action）のサイクルで進められます。評価－改善のプロセ

スはとても重要です。今回の学習指導要領の改訂では、例えば、小学校学習指導要領にも第１章

第４の２（１）エに個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成と活用が示されています。特別

支援学級に在籍する児童や通級による指導を受けている児童については全員作成することが示さ

れています。小学校学習指導要領解説総則編では、通常の学級に在籍している児童についても各

教科等の指導に当たって作成、活用に努めることが示されています。スライドでは、現行の義務

付けは特別支援学校、特別支援学級、通級による指導までですが、自立活動という指導領域はな

い通常の学級における各教科等の指導も含めた個別の指導計画の作成、活用も含めています。今

回は「流れ図 ≠ 個別の指導計画」というとらえになると思います。 

＜1 月 30－31 日実施分＞ 

Q1．Vineland-Ⅱ適応行動尺度はとても重要なアセスメントだと思いますが、実際の臨床ではどの職

種が評価・検査を担当するのがよいでしょうか。ご教授よろしくお願いいたします。

A1. 回答者：辻井正次 

特に職種や資格の制限は今のところありません。もともと Vinelan-II 適応行動尺度は心理士だ

けでなくソーシャルワーカーも実施して良いと北米ではなっていますので、基本的には障害のあ

る方の支援に携わる方は実施して良いです。ただ、実施の仕方が少し特殊なので、実施のための

研修も行っていますので、そちらを受講されることをお勧めします。
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